
 

内閣府・国土交通省『PPP/PFI地域プラットフォーム協定』の認定について 
 

百十四銀行（頭取 綾田 裕次郎）は、この度、香川県、高松市、日本政策投資銀行（代表取締役 渡辺 一）と 

連携して設立した『かがわＰＰＰ/ＰＦＩ地域プラットフォーム』が、内閣府と国土交通省の『PPP/PFI 地域プラット  

フォーム協定』の認定を取得しましたのでお知らせします。 

本地域プラットフォームは、香川県内における官民の連携を強化して、PPP/PFI 手法を取り入れた案件形成を促

進する目的で、2020年度に内閣府から支援を受けて立ち上げたものです。 

当行は、今後も民間事業者及び香川県内の地方公共団体関係者の皆さまと連携し、地域社会の課題解決に 

取り組んでまいります。 

 

【ＰＰＰ／ＰＦＩとは】 

・ＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナーシップ）は、公民が連携して公共サービスの提供を行うスキーム 

・ＰＦＩ（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）は、ＰＰＰの代表的な手法で、民間の資金やノウハウを活用し

て行うスキーム 

記 

１．『ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォーム協定』概要 

目的 ・地方公共団体を始め地域の関係者のPPP/PFIに対する理解度や地域の様々な事業分野における

民間事業者の企画力・提案力・事業推進力の向上 

・PPP/PFIの案件形成を促進するため、ノウハウ取得や官民対話を含めた情報交換等の活動を実

施しているPPP/PFI地域プラットフォームの機能強化 

協定内容 ①対象となる地域プラットフォーム 

・参加者のPPP/PFI事業のノウハウ取得の機会や地方公共団体がその所在する都道府県内の民間

事業者等から意見を聴く等の官民対話の機会などを年1回以上開催すること 

②支援内容 

・関係省庁の職員及び専門家を講師として派遣 

・地方公共団体が協定プラットフォームを通じて検討しているPPP/PFI事業に関する企画・   

構想の事業化支援 等 

 

【プラットフォーム全体図（内閣府資料より抜粋・加工）】 

 

 
 

協定期間 締結日から2022年3月31日（期限到来後は1年更新） 

協定数 27地域（今回の認定後） 

 

２０２１年 ４月１５日 
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       株式会社 百十四銀行  高松市亀井町５番地の１  TEL 087-831-0114（大代表） 
 

 

２．かがわＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォーム概要 

正式名称 かがわPPP/PFI地域プラットフォーム 

代表構成員 株式会社百十四銀行（運営代表）、香川県、高松市、株式会社日本政策投資銀行 

設立年度 2020年度 

 

３．昨年度（2020年度）の活動実績 

・下記記載のセミナー（勉強会）ならびに官民対話を実施 

開催日 名称 概要 

2020年 

11月11日 

PPP/PFI勉強会 

 

主な内容 PPP/PFIの概要、地方公共団体からの先進事例の紹介  

講師 愛知県岡崎市、富山県富山市 他 

参加者 香川県内の地方公共団体の職員 

2021年 

1月21日 

第1回  

かがわPPP/PFI 

地域プラットフォーム 

主な内容 地域におけるPPP/PFIの推進、地域企業の取組み 他 

講師 内閣府、公共R不動産、酒部建設株式会社（愛知県）他 

参加者 香川県内の地方公共団体の職員、民間事業者 

2021年 

2月19日 

第2回 

かがわPPP/PFI 

地域プラットフォーム 

主な内容 官民対話（サウンディング）他 

案件 高松市都市公園におけるPark-PFI導入検討案件  

参加者 香川県内の地方公共団体の職員、民間事業者 

 

４．今年度（2021年度）の活動方針 

・昨年度に引続き、『官民対話（サウンディング）』の取組みを中心に官民が連携し、地域課題の解決の

ため新たな事業創出に向けた取組みの活動・プログラムを検討しています 

・具体的なスケジュールや活動内容等については改めてお知らせします 

 

以上 

 



ＰＰＰ/ＰＦＩ地域プラットフォームの協定制度 

概要 

内閣府及び国土交通省は、地方公共団体を始め地域の関係者のＰＰＰ/ＰＦＩに対する理解度の向上を図 
るとともに、地域の様々な事業分野の民間事業者の企画力・提案力・事業推進力の向上やその能力を活 
用した案件の形成を促進するため、地域の産官学金が集まって、ＰＰＰ/ＰＦＩ事業のノウハウ取得や官民対 
話を含めた情報交換等を行う地域プラットフォームの代表者と協定を結び、活動を支援 
 

協定内容 
【協定プラットフォームイメージ】 

■対象となる地域プラットフォーム 
〇要件 
・代表者に地方公共団体(都道府県、政令指定都市等)が含ま 

れる 

・代表者と同一の都道府県内の地方公共団体、金融機関、民 

間事業者等から、構成団体としての参加の希望があったとき 

には、原則としてこれを認める 等 
 

〇次に掲げる機会を年１回以上提供 

・参加者のＰＰＰ/ＰＦＩ事業のノウハウ習得の機会 
・地方公共団体がその所在する都道府県内の民間事業者等 

から意見を聴く等の官民対話の機会 

・地域の様々な事業分野の民間事業者等の情報交換の機会 

 

■支援内容 
○関係省庁の職員及び専門家を講師として派遣 

〇地方公共団体が協定プラットフォームを通じて検討している 

ＰＰＰ/ＰＦＩ事業に関する企画・構想の事業化を支援  等 
※内閣府公表資料 



<別紙> ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォーム協定制度 協定先 （令和３年度） 
 

ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォーム名称 代表者の構成 

 

川崎市PPPプラットフォーム 
 

川崎市 

 

横須賀PPP/PFI地域プラットフォーム 
 

横須賀市 

 

とやま地域プラットフォーム 
 

富山市、財務省北陸財務局、株式会社日本政策投資銀行、株式会社北陸銀行 

 

いしかわPPP/PFI地域プラットフォーム 
 

株式会社北國銀行、石川県、株式会社日本政策投資銀行、財務省北陸財務局 

 

ふくい地域プラットフォーム 株式会社福井銀行、株式会社福邦銀行、福井県、福井市、株式会社日本政策投資銀行、   
財務省北陸財務局 

 

ぎふPPP/PFI推進フォーラム 
 

国立大学法人 岐阜大学、岐阜県、岐阜市 

 

静岡市PPP/PFI地域プラットフォーム 
 

静岡市 

 

みえ公民連携共創プラットフォーム 
 

三重県、株式会社百五銀行 

 

淡海公民連携研究フォーラム 国立大学法人 滋賀大学、滋賀県、株式会社滋賀銀行、
株式会社しがぎん経済文化センター 

 

京都府公民連携プラットフォーム 
 

京都府 

 

和歌山県官民連携プラットフォーム 
 

和歌山県 

 

鳥取県PPP/PFI推進地域プラットフォーム 
 

鳥取県 

 

広島県PPP/PFI地域連携プラットフォーム 広島県、株式会社広島銀行、株式会社もみじ銀行、一般財団法人ひろぎん経済研究所、   
株式会社YMFG ZONEプラニング 

 

山口地域PPP/PFI官民連携プラットフォーム 山口県、下関市、株式会社山口フィナンシャルグループ、株式会社山口銀行、  
株式会社YMFG ZONEプラニング 

 

徳島県PPP/PFIプラットフォーム 
 

徳島県 

 

高知県PPP/PFI県域連携プラットフォーム 
 

高知県 

 

北九州地域PPP/PFI官民連携プラットフォーム 北九州市、株式会社山口フィナンシャルグループ、株式会社北九州銀行、  
株式会社YMFG ZONEプラニング 

 

長崎県PPP/PFI地域プラットフォーム 
 

長崎県 

 

熊本市公民連携プラットフォーム 
 

熊本市 

 

宮崎県・地域PPPプラットフォーム 
 

宮崎県、宮崎市、都城市、延岡市、日向市、株式会社宮崎銀行、株式会社宮崎太陽銀行 

 

沖縄地域PPP/PFIプラットフォーム 
 

沖縄振興開発金融公庫、沖縄県、沖縄電力株式会社 

 

やまなしPPP/PFI地域プラットフォーム 
 

山梨県、株式会社山梨中央銀行 

 

ふじのくに官民連携実践塾 
 

静岡県 

 

佐世保PPPプラットフォーム 
 

佐世保市 

 

おおいたPPP/PFI地域プラットフォーム 
 

大分県 

 

あおもり公民連携事業研究会 
 

青森県、むつ市 

 

かがわPPP/PFI地域プラットフォーム 
 

株式会社百十四銀行、香川県、高松市、株式会社日本政策投資銀行 

 


